
第 2号^様式(1)=③

(単体発注 。事後審査型 )

那覇港督選組合一般競争入札公告第35号

地方自治法 (昭和E2年法律第67号)第 E31:条 第 二項の規定に fk衿 、 ‐
般競争入社 (以 下「入札」という。 )

を次のをお り実施する。

令和6年

"B41日

1 人本と:こ 付する事項

那塞迭管理糸h合管理者 土城 康精

郎賤溢
轡嚢鰯恣
讐既麟壌

(1) 業 名務 那覇港現場技術業務奏託 (史 6-4)

(2) 履 行 場 所 引
`覇

港全域

(3) 業 務 内 容 劃;覇港におとする工事の現場技術業務参託

(4) 覆 行 期 間 契約締結日の翌爾から令和7年 3月 31日 まで

(5) 設 計 金 額 13!ё 95,00()円 (税込)

(6) 資 格 審 査 1方 法 事後審査型 ※本業務 |ま 、競争参力H食格の審査を入札執行後に行 うと

(7) 最 低 待1'長 価 格

本人札案件は、最低繊眼価格が設定さ胸ノているため、最低制限価格未満の人札帝ほ

落本と者 となることができない。
※ 「朗

`覇

港管理細合が発注する藍設工事等疑孫 る最低制限価格取扱要領 J

(https1//1lahapor t,こ lD/buSttness/contrat‐ t/)

(8) 適 用 す る 技 術 者 半 機
令イB6年 3月 設計業務
委託等技,げ者単価

※本業務の予定価格 :ま左記 tこ 示す設計業務奏託等技術者単価

を適用 して積算 してお り、人本L参力H精 は同半極を蓮熊 して児

積 りを行い入札すること.

(9)

そ の 他 適 用 の あ る

法 令 、 制 度 等

(※本案件は、右表の う

ち、OE「 を付 した制度等の

適用がある。 )

議会議決

ホ業務は、議会α〕議決に付
ト
ナベき契約及び財産π〕取得Xは処分

に関する条例第 2条の規定に基づき、議会の同意の議決を要す

るため、落本L決定後は仮契約を舗常 士ァ、議会の脚意の議決を経

て逓角1し たときに本契約 と:な る。

準備手続き
(予算成立講)

本手続きは、次年度当初 (補正)予算成立を葛t提 とfした年度謝

始 (予算成立)前からの準備 =手続きであり、予算成立後に翔カ
を生じる事業である。従つて、議会において当初 (輔正)予算

案が否決された場合は、契約を締結 しない。また、次年度当初
(補正)予算成立後とこおいても、閥庫文出金に係る交付中講等

の手続きの関係 に、入札を延坤]する場合があるぅ

準備手続き

(交付決定前)

本手続きは、国庫支lttl金 に係る予算使用を蔵を提とした事竜を準備
手続きであり、交付決定後 :五効力を生 t)る事業である。従つ

て、交付爵ヨ詰等の手続きの関係 に、入札を難期する場合があ

る。

準備手続き

(繰繊承認前)

本手続きは、議会における繰越承認を前提とした事前準備手続
きであり、議会承認後に豹力を生じる事業である。従つて、議

会において本業務に係る千算の繰越承認が否決さ濠,た場合:ξ 、
入本とを妊期叉は中Iにすることがある。また、予算の繰越承認後
においても、出庫文出金に係る繰越 (翌債)手続きの関係上、
入札を延坤]する場合がある。

債務負すH布∫為業務
本業務|ま、黛務負t壁行為に係る契約の特貝1の適漣を受ける業務
である。    '
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2 入札参デJ目資格

次に芝める要件をすべて消たと/て いる有資格業者であることっ

業

務
実
績

(1) 業 穂 区 分 土木関係コンサルタン ト

剪お薪港管理組合の法1豊・建設コンす
'レ

タン ト等業登録業

者名簿において、た記の群録を有するもの。

(2)

側量・建設 コン十ルタン ト

等入札参加資格奉筆登録午

度
令和6'7年度

(3) 登 録 業 種
港湾及び空港   かつ

施工計画施工設備及び積第

(4) 地方自治法施行令壽16=条の1の規
=に

該申しない者であることc

(5) 人本と郵から当該姿託の本 |と決定 日夜であ間において、ガト稲港管理組合の指峯停止措冊を受イ|ていないことと

(6)
会社更生法に基づき更生手続き開始の申立てがなされている者叉は民事再生法 |こ基づき再生手続き開始のキ立

てがなされ,ている考 (手続き開始の決定後、人本と参力離養格の再認定を受イ|て いる者を除くゥ)で 1ま ないことっ

(7)
警察当局から(暴力固員が実質的 |こ経営を支配する建設業者又はこれ夕に準・1式 るものをして、那覇港管理系H合養

注工事等からの排除要請があ り、当該状疵が継続 している希でないことも

(3)

ノ、札守こ参郷 しようとする者の間に以下め曇準のいずれかに該当する関係がないことf

なお、以 下あ鶉係がある場合に、辞選する者を決めるために当事驚間で連絡を敢ることは、】卜覇港管理組合義◆

契約入本と心持嘉 3条第芝項f)規定に抵触するものではないc

ア 資本関係
次のいずれかに該当する二者の場合。

(a)子会社等 (会社法 (平成 17年法律第36勺 ^】 第 2条第 3号の 2に規定する子会社等をいう。以 ド同じG)
と親会社等 (画条第4号の,に規定する親会社等をいう。以下珂じc)の 関係にある場合

(b)魂会社等を同じくする子会社等扇士の鶉孫 t五 ある場合

イ 人的関係

次のいずれッかに該当する=者
の場合。ただし、(a)|こ f,いて1ま 、会社等(会社法施行規民せ(平成13年法務

省令第12号 )第 2条第3項第2号 に規定する会社等をいうぢ以下同じc)の ・方が民事再生法 (平成H年
法律第225号)第 嫁条算 4号ここ規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社 (会社更生法 (平歳 11年

法律第表54号)第 2条第 7項に規定する更生会社をい うど)である場合を除くG

(a)一方の会社等の殺員 【会社法施葎規只J葬 彦条嘉 3項壽 3号に規定する役員のうち、次|こ 掲tfる 者を
いうち以 下同じ。)が、他方の会社等の役員を現とこ兼ねている場合

1,株式会社のi取締役。ただと_´ 、次に掲げる者を除くc

O会社法第2条第11号の2に規芝する監査等委員会設輩会社における監査等委員である取締役

②会社法第 2条第12号に規定する補名委員会等設置会社における取締役

③会社法第 2条第15号^に規定する社外取締殺

①会社法第348条第 1項とこ規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行 t▽′ないことと

されている取締役

2)会社法第在02条に規定する希峯委員会等設置会社の執行役

3)会社法弟575条第 1碩 |こ 規どする持分会社 (合名会社、今資会社又!ま 合同会社をいう。)の社員

(同法第590条第二項に規慮する定款に男|1段 の定めがある場合により業務を執行 t_´ ないこととされ

ている社員を監くa)
4)組合の理事

5)そ の他業務を執行する著であrぅ て、 1)か ら4)Rでに

'務

げる帝に準ずる者

(b)一方の会社等の役員が、他方の会社等の氏事再生法嘉64条第2項又は会社更生法第61条第 1項の規定に

より選任さを1,た 管財入 (以下半とこ管財人というっ)を現に栄オaている場合

(c)|力の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現:こ兼ねている場合

ウ その他の人札の適止さが購害されると認めら章1す る場合

組合 (共 H企業体を含む。)と その構球員が脚―の入札 :こ参力日し
‐
ている場合控の他 ri記ア又燃イと脚視

と/う る資本関係又は人釣関係があると認めら和フる場「舎。

(9' 地  域  要  件
刃h期 耐す、浦添荘f、 糸満離f、 豊見城 lf、 前城革、繭胤原町、人重瀬町、、与勢る原町、宣野湾

市、凶原 llT内に本店があることc

対 象 期 間
自 平成空6年4月 1口 た記の刃]問均に下記

`′

ケ)対象業務を請負い、完成。引渡しが

完 rt′ た業務実績を有すること6至  令下‖6年 9月 19日

姑  象  委
県・市1町村 ` 日治体で構成された孫「 含等が発注とィた土本一式工事の現場技ηヤ薬国

務

(10)
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(11)

配
雌
予
定
技
術
者

備 考

次ここ掲げる要件を満たす管姓技:そ者及なに当技1帝者を当該業務に配置することができ

ること。

(ア)下記に揚げるいずれかの資終を布すること゛

①技術士 (総合技術監
'|・

部門 :建設部μ町科田)又は (建設部Ⅲ辱)

②一級土本施二管理技■
⑥RC軸叉|まRCCMと 同等の能力を有する輩 (技術士部門ここ同様の建設部μHに限る)

④発注者がとi記③～③と同等ごた)る と認めた者

(イ )(10)tこ 揚,デる業務実績を1狙I以上tt/ていること

(12) 取 依 け 案 件

以下の業務を落札 Lン た者は、本業務の落札者 溢なること子まできない。
,該 当なし

3 設計図書等の駆有、質問及び国容

4 安格確認中討審等の提出

設 計 図 書 等 の 配 布

期 聞 轟 令和6年 9月 を癬 (本 ) 埜 令和6年 9月 19用 (1く )

配  布 方  法 那覇港管理糸に合ホーム下―ジにて配布するっ (I!ttぃ :r/nahapori jp/)

配 布 場 Ff・
問 い 合 せ 先

那覇市通堂‖「 9番 1号  3増
那璃港管理組合 総務引; 総務諜 財務班

電話 09経86併空る78

質 問 ・ 回 答 期 間 等

(1)八札・ 契約手

続 に関 するこ と

郎華苗f通董日
1‐ Z番 1号  3階

那覇港管理組合 総務部 総務課 財務班

翼丘言舌 093-368-2573     FAX 093-363-2629

(2)li記 (1う 以外
に 関 す る こ と

那覇市通生町 2香 1号  2階
ガト朝港管理組合 全面建設報

` 
計画尊設諜

ロヨ言舌  098-868-0386

提 出 報 間
麹 令下B6年9月 4日  (水)  ―‐  下 令和6年9月 13層 (金 )

ri記期間の上 日及び縄 脚を除く毎 日、 9時から17時 まで.

提 出 場 所 上記 (1)とこ同 じさ

提 出 方 法 電送 (mx又 はメーィレ(s。モ】mtオ_こlyusatauOna1laport jp))叉 は持参

園 答 方 法
那義港管翼組合本―ユ、ページ (httpsi/1nahap● It,jp/)及 び上記 (1)t乙

おいて、以下の駆間、閲覧に供する。

回 容 期 間
厨容 層かふ  令和6年

'月
20療 (金) まで

に記理間の生 口及び祝 昭を除く毎 郎、 9埼から17時まで。

本競争の参舟E命 1望者は、次の書類を期限内に提出する

なおk理眼までに提出がない場合、本競争に参力Hす る なきご

Ｏ
　
、お刀
¨

ゝ

」

″ヽ
囁

一
】

こ

提 出 書 類
0-般競争入札参加資格確認中請普 (第 3号様式)

②返信用対的 (入札結j果逓撫と州 (34:円 切手貼付))

菊  令十日6年 9月 4日  (水 ) 至 令和6午 9月 19日  (本 )

提 出 朗 問
上記華渕の上 日及び祝 日を燃く毎 日、 9時から16H寺載で。

郵覇市通堂町 2番 1号  3踏
】
`璃

碁管理組合 総務剖; 総務諜 財務班提 出 場 ,f

電話 ё9争86争E578

提 出 方 法 持参又は郵送 〔 般書留もしくは筒易書留,

提 出 都 教 1¬
`
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入  札  報  国  等

人  札  方  法

本業務は、紙人札により実施するご
入札書等は、あらかじめ持定する癬に西こ差 されるように (「雌進 日精

て郵便1)、 「 ‐般書看ど又は 「輸易書雷姪のいずオ1′ かの方去により郎

とすることc持参や蓄通郵授等で提出された場合、無勤とする。

提  出 書  類
①入札帯

0業務費内訳書
固己 i重 指 定 爾

( フ入 本t 日 )
今和6年9月 20日  (金)

宛 先

〒9ё併0036  朗
`刺

市通堂 I町 2番 1号

郡覇港舌巡紀合 総務部 総務礫 財務班

電話番号 09子8682578

人 札 書 に 記 載
す る 金  額

喀本と決定にあた′)ては、入本と書に記載さを1.た金額とこ当該金額の100分 の
10に相当する額を加算した金額 (当該金筆にと…1未満の端数があるとき
:ま 、その端数金額を切り捨てた金額)を もつて毒札値格とするので、入

本と者獄、消費税及び地方消費税に係る報穫事業者であるか免税事業者で

あるかと背わず、見積く)つ た契約希望金額υ)■ 0分の100に相当する金顎
を入札書に記載すること.

入 本しに 関 す る

注  意  事  項

ア 入札普のくじの数宇 (任意分数宇 3桁)は、lttl額 くじl ll選 が発生と/

た場合すこ使月1す るため、必ず記入すること。
イ 西ユ達指定 同以外の 日に扇いた入札書及び業務内試書 |ま、受理 しな

と ,ヽ、

ウ 入
=し

書π〕口付 :ま 、開札 癬を記入すること。

業 務 費 内 訳 き
の  提   出

ア 弟1肩 軍の人札に殊 と/、 入札書 ,こ記載され′る人札金額に対応 モンた業務

費 7 弓ヽ訳書 (様式 自由)を提出することc

イ 業務費内訳幕には、作成年月 層、項 コ、員数、半翔1及び金額をり|■
かにと/、 商号又は名称並びに住声を記載すること.

ク 業務貴内献書にtミ ゝ代表著幹を子語馨することc

工 管理者
′
(こ れらの者の構場者を含むc)は、提出された業務費 Fア lヽ訳

書について税りJを求めることがあるど

人 本と の 無 載
木公告に示 とフた競争参労r資格のないイの (ン た入本と、資格確認申講書等に立偽の記載をとンた

者の tソ
フた入札及び入札に関十る条件 tこ 連反 t_フ た入本と厳、無幼とする。

入 札 の 辞 退 等

資帯確認申請普¢提出後、都合により入札を群遺する場合は、閉札 爛時までに人札辞退届

を提出することの
また、淋札決定までの間に14の業務を落札 したことにより西と置予定技術者を本業務 t二西こ置

することができなくなったときは、直ちtこ 報告することど当該報告がなく、本人札 l'ノ )手続き

が落
=と

決定まで4■,た場合、指ネ停 上措置要領に基づ く指峯停 上を行 うことがある.

σ, 他

ア 暮札侯補者がいない場合は渕札後直ちに再度入本とを41う ので、再度人札に ぅヽ参句Hす る

場合厳、朝本と時点から立ち会 うこと。初度の報本と等に立ち会わない参力H者 は書度入

札を辞退 した t)の とみなし、再度人札 ′ヽヽの参力籐を謡めないご

イ 代理人が入
=と

する場合麒、入札を行 う際に参任承及び毒己のE層錐を持参すること,

ウ 姿任状 tこ ti、 業務名を記入することの
工 再度入札参理者又!よキ度入札参力H者の代理入|ま 、当該入札に月

~す
る他のキ度入札参

力H者の代理をすることはできない。
オ 再度入札 tま 、 譲聾砂みとする。

5 入札手続 き等

関   札   11 輯 令下世6■⇒月24露   (´k)   14:OO ※人札幕y)日 付

開   札   場

那覇港管ナlttl組 合 2階大会議室

韻人札精は、開札に立ち会 うことができる (再ォ入本を,に参朝する場合 tま 、開札時点から

立ち会 うこと)cTI

6  Fァロ本と
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7 資驀確認資料の提 l中1と 競争参加資格の審査

落 札 候 補 者 の 選 定
及 び 事 後 審 査 の 実 施

開札後、藩札者の決定を保留 t_´ 、予定価格の範囲内で有効な最低の価格をもつて入本とを

行つた4(以 ド「落札候補者どとい うど,ん いヽ膜に競争参力解査格ブ)審査を空rう さ落札候補者

は、期限までに資格確認申請書等を禄出しない場合、競争参加資務がないものとする.

なお、藩札候補者は上位から順 ,こ 3者 (上位のを と同額の者が複数いる場合 :ミ この眠りで

:ま ない。)を汎定 し資格確認資料を求めるが、適格者が確認できた時点で、次順位以降の者
の競争参力H台格の審4は行わないものとするご

通   知   爾 令和6年9月 24曰  く火)17iOO まで (子店

'塩

対象業者あて通知するゥ

提 出 期 限 令和6年 9月 26日 (木)15!oO ま で

提 出 書 類

O霊世千定技術者の資格等 (様式 1)

②業務実績 〔様式 2)

⑥資格確認申講書 (第 3号様式】の資格確認の各項露iこ 記載〔′た必要書預

提  出 都  教 1部

提 出 方 法 辣貝ど、持参

提   出  先

ギ9oo― oo35  ぷ等市通堂町 2香 1号

那覇港管埋組合 総務郡 総務課 財務班

電話静薯・ 098■ 868-2573

競 争 参 加 資 格 の 確 認

競争参カド査格の確認は、開札後、中講書等の提ととl期 限の日をも′うて行 うものとし、その結

果は以下の需までに書面により通知する。

令T悧 6年9月 27瞬 (全)(千惹).

なお、本札侯轄斎 t壬ついて洸争参難資格が確認さ漁′適格音であることが確認できた場合
は、落札を決定通知をもつて資格確認驚異の通姉に代たるものとする。

落 札 者 の 決 定 方 法
事後審4の結果、落なと候補者が競争参射査格を満たしてい疹と確認 した場合は、当該落札

侯補者を落札者とする。また、その結果は、全入札参舟層者 tと通炸する.

競争参力Π資格がないと認め

られた者がその理由に対 し

て 不 服 が あ る 場 合

競争参殉H資格がないと認めら濠′た著は、管理者 tこ対して競争参考ド資格がないと認めらぷ,た

理 ,マ lに fう いて説明を求めることができる。
管理者は説り」を求めら湘メたときは、苦情を申し立て芽眼の翌日から起算して 5日 以内 (体

瀾を除く)に説明を求あた者に対し、書面により国容する,

提 出 期 限
油争参力W資格確認紺妹の通矢日をな,つ た日の翌日から起算とンで5剛 以内

(体 日を除く)と ―
す
‐
るc

提   出  先 那窃港管理組合 総務部 総務諜 財務班

経 出 方 法
書面 (様式 白こョJを持参すること。制

`送

又は電送 (メ ールや融X)イこよ

るもの 1■受け付 iす ないc

本 人  札  に 係

資 料  の 取 扱

る
′ヽヽ

ア 査格確認申議書等の作成及び提出に係る費えは、提出者 rゼ「)負担とする。
イ 契約樟当者は、提出された資格確認申請書等について、競争参加資格わ確認以外に

提出考に無断で使差とンないc

ウ 提十1さ れた資格確認申請書等は、返坤 ↓ない。
工 提出蒻敗ブヽlに 限り、資格確認申講書等の修正、差し誉え、連加、す司提出を認める。
‐十提出鶏娘を過ぎた場合、資アl各確認申請書等は受とす付とすない。
力 資格確認中議帯等の受理後、書類内容を審本とント書類の記載鴻府R,や添付漏オR′等が

あつた場合すま競争参加資格無 t▽
′となり、落札者となることすまできない。

キ 合格確認申議書等tこ虚偽プ)記載をした場合、指名停止措置要頷に基づく指名停止 f

をそ〒うことがある。
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8 入礼保誕金及び契約保証金

9 の rア)

入  札  t撃  証  金

人札保証金の金額等は、現金又は骨即新が確実と認める有価証券等をもつて見積る契約金

額の100分のう以 I生 を納付するものとする。ただ t▽
フ、なのいずれかに該当する場合難、入本とは

粛:金の納付を免除する。
ア 保 1食会社との関に組合を被択 1食者 をする入札保れと保1食契約を締結 し/た とき:

イ 爛 (独 立荷政法人含4Fc)又 :ま地方公共団体とその種類及び規横をほとギ同じくする契

約を締結 した実績を有 士ン、これ らの うち逓去 2的年の間に族行期限の,J来 した二以 I生の

契約を全て誠実 iこ履行 した者ど
なお、次兌う者は入札に関する条件に逢反 と/た ものととノて、その入札を無効とする.

(1)剖限葛こですこ人札保証企のネr甘付、若 しく|ま糸

'1付

た代みる上記ア、イのいずオR,かに係る

書類の提‖→のない者
(2)人 札保証金の金額等が と記の条件に満たない場合

(3'入札保証金等の納付等に係 る普装に不備があつた場合
また、 ^麦提出さ承′た入札保証全の細付等の変更はできないモⅢのとする。

χ 人札保証金を免除した落札者が契約を結ばない場合、損害賠儀金として、人札金額に

消費税及び地方消費税を加えた額の100分 の心を那覇港舌翌組合に綿付しなければならな
ヤ` c

※イ t二 より入札峠証金の負除を受ける場合は、様式 「地方公共団体等契約状況確認」を

提出することじ

提    出   却    限 令和6年 91119日 (本)17:00 まで

提 出 先

〒90()-0()35  那薪中通宝判 2番 1号

那覇港管理羊「合 総務部 総務課 財考班

電話番 号 098868-E578

(現 金 納 付 )

人 札 保 証 全
提 出 方 法

ア 〒入札保証金納付普発行往頼普」を持参すること

※要事載連絡
イ 群合が発行する納入通衛1普 |こ 4iミ リ金融機覇で保証金を

維付 し、領 H又壽 (写)を と鯉期殷までに提理するこ
l´

ベトし保証保険誼珠・八

札保証吉・地方公共囲
体等契約状況確認資舛ど|

提 出 方 法
持参又は藤卜送 (韓と造が確認できる方法に こ送付するこ

と)

保 険 期 間

保 証 刺 閥
開札 爾からをか月とするぅ

有 極 証 券 等
受入厨時 ,受 入方法等の調整があるので、事苗とこ上記担当謀まで連絡

・1~る こと。

契 約 保 証 全 免除 (那薪港管〕ll:組合契約規貝1第 4条第 1項第 9号 :乙 よる)

落札決定後、テタジス等によゆ配葦予定技術者の実績に聞する建反の事実等が確認された

場合、契約を結ばないことが左)る .

なお、病気 。死亡 。逮職等の場合でや 4争 を持ないとして承認され′た場合の外は、資格確認
I静 請警等の非幣たユ承認められない。
病気等y)特別な理菊によりやみを得ず配性予定技術者を変更する場合は、 2に掲 ;ず る基準

を満た と/、 かつ当榜の配置予定技術者 を同等以 上1の者を西こ畳 しな:す れ :ゞならない。

術一技定

確

予
′

配

の

'適

用な し金 払

分 払

Jと、   :条
適用あり
＼那期沐管理組合契為規朗弟41条の規室耳数の範囲内

｀
本業務イこ係る契約は、藩札者の決定後、7日 以内に締結する。ただし、管理者が特に指示

と/た ときはこのHく りで1ま ない。
契 約 締 結 時

の契約締結後、本業務の業務委託料を変更協議する場合及び本業務と麗連する業務
を本業務受注者と鱚意契約する場合、変更脇議又は関連する業務の予定価格の算定は、本業
め請負,ヒ率 (当 初契約顎■当初設言1額)を変更業務4,格改たは関連業務の設計額に乗じた

講 負 代 金 等 の 変 更

で市子う

入札参藻者は、那覇港管理縛合競争入本と心得、土木設書
‐
業務等萎託契約普及び仕様書を熟

の 連 守 事 、 こ才1ィ を,壷 `学→
^る ことこa

礼 参 加 者
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